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①都道府県名（ ） ②商工会名（ ） ③会員企業数（ ）
⑵ いくつの大学（高専・短大を含む）と連携をしていますか。
①１ ②２ ③３ ④４ ⑤５ ⑥６ ⑦７ ⑧その他（ ）
⑶ 最初の連携を結んでからどのくらいの期間が経過しましたか。
①１年未満 ②１年以上～２年未満 ③２年以上～３年未満 ④３年以上～４年未満
⑤４年以上～５年未満 ⑥５年以上～６年未満 ⑦６年以上～７年未満 ⑧その他（ ）
⑷ どのような分野で連携していますか。（複数可）
①環境 ②観光 ③芸術 ④福祉 ⑤健康 ⑥食育 ⑦人材育成 ⑧農林水産
⑨工業 ⑩商業 ⑪特産品開発 ⑫経営 ⑬まちづくり ⑭インターンシップ
⑮その他（ ）
⑸ 現在、連携していないが将来連携したい分野。（複数可）
①環境 ②観光 ③芸術 ④福祉 ⑤健康 ⑥食育 ⑦人材育成 ⑧農林水産








①０円 ②１万円未満 ③５万円未満 ④10万円未満 ⑤20万円未満 ⑥30万円未満
⑦40万円未満 ⑧50万円未満 ⑨60万円未満 ⑩70万円未満 ⑪その他（ ）
⑻ 費用は主としてどこが出しましたか。

















































①環境 ②観光 ③芸術 ④福祉 ⑤健康 ⑥食育 ⑦人材育成
⑧農林水産 ⑨工業 ⑩商業 ⑪特産品開発 ⑫経営 ⑬まちづくり
⑭インターンシップ ⑮その他
（設問５）現在、連携していないが将来連携したい分野。（複数可）
①環境 ②観光 ③芸術 ④福祉 ⑤健康 ⑥食育 ⑦人材育成




















①０円 ②１万円未満 ③５万円未満 ④10万円未満 ⑤20万円未満






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































場合においては、“Think globally, act locally”（地球規模で考えながら、自分の地域で活動する）
という視点と姿勢が必要である。商工会が中小企業と地域の支援を連関しながら、地域が連携
協力して活動していくことを基本としている。
一方、現代の日本経済は、TPPや消費税率引上問題により、国内需要が落ち込んだ状況にあ
る。このことは、地域経済・地域中小企業の経営に大きな影響を及ぼすことから、諸問題に対
しての影響のメリットとデメリットを解明し、今後の中小企業・小規模企業が海外事業展開を
図るうえで、必要な対策や有効な手段等を講じる必要がある⒅。
そこで、商工会、商工会議所は、貿易取引される輸出品や輸入品の国籍を証明するための「原
産地証明書」を発行している。また国内市場の停滞やアジア・新興国の経済発展、さらにはメー
カーの海外生産強化事業による海外事業展開の機運が高まる中、海外事業展開により大きな市
場を開拓するため、中小企業は生き残りをかけた事業展開の必要性に迫られている。
人口減少局面を迎え、特に地方では少子高齢化の現象が顕著に表れていることなどから、国
内市場は中長期的な購買力の拡大が見込めない状況にあり、中小企業の海外販路開拓⒆は重要
かつ戦略的な課題となっている。こうしたことから、兵庫県商工会連合会では専門家派遣を実
施するほか、中小企業基盤整備機構をはじめ JETRO、JICA等と連携しながら、海外展開に向け
た展示会・ワークショップへの出展等販路開拓に向けた事業を展開している。
具体的な事例として、ある地方の町で英語塾を営んでいた経営者が、少子化を理由に業種転
換を図るための相談があった。新たな事業展開としては、国内で廃品回収された電化製品やバ
イク等の中古製品を修理・改善し、カンボジアを中心に海外に輸出するというものである。ど
のように海外の取引先と連絡を取れば良いのかわからないという相談が商工会の窓口に寄せら
れ、兵庫県商工会連合会に繋がれることになった。関係機関に確認したところ、中国には販路
を持っているようだったが、カンボジアへの輸出先に繋ぐことが難しいという回答だった。そ
こで、以前に海外からの研修等で連携関係にあった「PREX（公益財団法人太平洋人材交流セン
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ター」）に相談の機会が設けられた。PREXは、アフリカや中南米の行政職員や経済団体等の
方々が日本に研修で来られた際、県内商工会や中小企業を紹介した経緯があり、私自身も「日
本における中小企業支援と地域経済の活性化策等」について講義したことがあることから、
PREXにカンボジアの方を紹介してもらうことにした。その結果、以前日本に来られた研修生
の中にカンボジアの商工会議所の方がおられ、輸出先の企業を紹介するための中継をすること
を快く引き受けてくれた。そのため研修を通じた「人と人との顔の見えるつながり」の重要性
を認識できた。その後は、カンボジアの商工会議所を通じて現地の企業と日本の企業が直接交
渉し、取引が無事に成立した。交渉の際に、以前は英語塾を営んでいたため、経営者自ら英語
力が堪能であったことも功を奏した。このような人と人との顔の見える形での連携をするため
には、事業仕分けで規模が縮小となった JICAの役割は非常に大きいと言える。しかしながら、
JICAは研修の受け入れを行う機関であり、JETROや中小企業基盤整備機構など輸出入におい
て海外事業展開を支援する機関との連携が非常に重要であることが認識できる。しかし、現状
ではそれぞれの機関が別々に機能しているため、今回のように上手く交わるようなケースは少
ないのではないかと思われる。
一方、商工会議所に比べて郡部に位置して小規模企業の多い商工会地域では、海外事業展開
の相談が少ないのが実情である。しかし、国内市場の停滞やアジア・新興国の経済発展、さら
には超円高の影響からか商工会地域においても海外展開の相談案件が徐々に増えてきている。
その中でも中国を中心とするアジアでの取引に関する問い合わせが多く、これも事業仕分け
で全国商工会連合会の中国にある拠点が縮小化されたため、中小企業基盤整備機構など関係機
関の協力を得て、海外展開に向けた支援を行なっている。
また、近畿経済産業局国際取引担当官、JETRO神戸支店長、中小企業基盤整備機構近畿支部
マネージャー等とも海外展開支援について意見交換を行なっている。経済産業省の予算には、
海外事業展開に関する補助的支援策が多数存在する。この補助的支援策を活用し、兵庫県内の
海外事業展開希望中小企業をデータベース化し、海外における商談会等を兵庫県商工会連合会
が主催することが考えられる。日本には優れた技術による素晴らしい製品があり、単なる価格
競争に陥ることのない魅力ある製品を海外に展開できる可能性を秘めている。特に地方では地
場産業・伝統産業が多く存在しているが、景気低迷と後継者難で倒産や廃業に追い込まれる中、
海外に目を向けて販路開拓することで、さらなる衰退を防ぐ必要がある。
⑶ 外国人実習生受け入れ制度の考察
全国各地の商工会では、外国人研修・技能実習事業に取組んでいる。2009（平成21）年７月の
入管法の改正（2010（平成22）年７月施行）等により今後の外国人研修生制度のあり方につい
て、兵庫県商工会連合会で研究なり研修を実施しているところである。
1990（平成２）年８月の法務省告示（要件緩和）により、県内各商工会においても、中小企業
が外国人研修生を受け入れる際の事業実施団体として、外国人研修・技能実習事業に取組んで
きたところである。
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この度、2010（平成22）年７月に施行される「出入国管理及び難民認定法」の改定⒇に伴い、
外国人研修・技能実習事業を実施している商工会については、関係法令等への適切な対応を迫
られることになった。
従って、これまでと比べると受け入れに対する制約が増えるものの、商工会としての手数料
が増えるわけではなく、これを機会に外個人研修生の受け入れをやめる商工会も生じるのでは
ないかと考えられる。
私が実際に訪問した威海市は、海沿いに面したリゾート地で、海には漁船や輸送船が停泊し
ていた。海に面した地域であることから、海産物の豊富な地域であり、新鮮な海産物を売って
いる市場には多くの人が訪れていた。平日だったせいなのか、残念ながらあまり観光客の姿を
見ることができなかった。海岸沿いに建ち並ぶホテルや観光施設は、お洒落で良いもので、日
本のリゾート地によく似た感があった。
威海市の経済は、あまり良い状況とはいえず、日本に比べると月収が低く、貧富の差も大き
いということである。中心部に比べ、地方に行くほどその差が顕著である。
その威海市にある「威海国際経済技術合作」と商工会が外国人研修生制度を行っており、今
回訪中視察するきっかけとなった。この企業は総合商社であり、不動産部門や様々な事業に取
組んでいる。研修生の送り出しに係る手続きを行うだけでなく、研修施設を設置して即戦力と
なる研修生として送り出すための教育訓練を行っている。教育訓練の期間は、約２ヵ月間で１
日に約８時間研修し、夕食後さらに３時間の実習を行っている。１週間に１日の休みしかなく、
地方から出てきている研修生が多いことから、２週間で２日地方に帰っているようである。短
期間ではあるが、日本語や礼儀作法も集中して教育されており、中には牡蠣をむく作業も行わ
れており、たつの市や広島市などの漁港においても役立つものである。研修生はとても元気が
よく、私たちに気持ちよく挨拶をして出迎えてくれた。現地では、日本の受け入れ企業とその
対象の研修生による交流会も行われた。
同企業は、派遣も含めて約400人の従業員がいることから、日本への研修生派遣については、
法が変わった後も引き続き行いたいという強い意欲を感じた。また、たつの市以外の地域にも
広げていきたいという思いがあり、他地域の紹介を依頼された。今回の視察を通じて、同企業
の誠実な取組姿勢により、お互いの信頼関係の深さを感じた。
これまで長い期間をかけて生じた企業と企業、人と人との深い関わり合いを考えると、法が
変わったからといって、簡単に外国人実習生の受け入れをやめることはできないのではないか
と感じた。むしろ、発展を続ける中国と上手く連携していくことが今後は求められるのではな
いかと思う。
⑷ 海外事業展開による地域中小企業の存立基盤強化への機会
企業の海外事業展開は、近年、アメリカやヨーロッパとの関係からアジア諸国を中心とした
ケースにシフトしている。アジア諸国においては、中国をはじめ新興国の経済発展が目覚しく、
世界経済の市場のコアとしての役割を担いつつある。アジア諸国は、日本の直接投資とともに
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技術や製品を取込み、急激な成長を果たしている。また日本も世界経済の市場となり得るアジ
ア諸国への海外事業展開により、アジア諸国とともに経済成長を果たすことができる機会を
持っているといえる。その機会を活かす最大の強みは、日本の中小企業が持つ差別化された固
有の各産業分野での高度な技術力である。あるいは、日本的文化としての強みであるサービス
の視点、さらに日本的経営にみられる企業風土、組織づくり、ヒトづくりがアジア諸国にとっ
ても自国の経済発展・企業成長に必要な存在として認識されつつある。国内企業のアジア諸国
での海外事業展開は、アジア諸国とともに発展していくというWin-Winの関係、いわゆる佐竹
（2012）に示しているように「隣の会社が儲かるようにすれば、自分の会社も儲かるようになり
ます｣21 という考えから、「隣の国（会社）が儲かるようにすれば、日本（自社）も儲かる」と
いうシナジー効果を発揮するような事業展開が必要と考えられる。このような循環で成果を導
き出すことにより、日本国内の事業所もまた成長する可能性が生じ、懸念される海外事業展開
による国内産業の空洞化も現実的ではないことが明らかになるであろう。中小企業の海外事業
展開は、様々な問題を抱え、安易にできるものではなく、技術力さえあれば海外事業展開でき
るものでもない。
商工会は、地域中小企業がスムーズに海外事業展開できるために重要であり、かつ必要不可
欠な情報、さらに政策・制度の活用策を提供し、自ら飛躍（チャレンジ）しようとする地域の
中小企業に対し、タイミングを逸することなく、スピーディーに、正確に、緻密に、機敏に対
応することが最大の役割として求められる。その成果が地域経済の発展、地域の雇用の創出に
繋がるものであると確信している。地域で疲弊する伝統産業・地場産業の高い技術力は、海外
事業展開によって「JAPANブランド」として新たな事業領域、企業の存立領域を拡大し、進化
させることが地域中小企業にとって重要な戦略となる。中沢（2012）では、中小企業の海外展
開について、地域中小企業の海外展開は、まだまだ少ないのが実情であるとし、国内需要でな
んとか経営が維持できている。あるいは海外での事業展開ではリスクが大きい。さらに海外に
出る人材がいないといった理由から、多くの中小企業が海外事業展開を躊躇していることを調
査結果として示している。しかしすでに海外事業展開をした経営者からは、「もっと早く進出
すればよかった」という意見も聞かれたとしている22。
日本の中小企業は、つねに環境の変化を捉え、機敏に対応し、機会を見逃すことなく自らイ
ノベーションを積み重ねてきたことで、持続可能な経営と強固な存立基盤を固めてきた。地域
になくてはならない中小企業となるには、海外の市場にも目を向け、今や中小企業もグローバ
ル化を生き抜く経営戦略を積極的に推進する時期にある。商工会は、地域中小企業が海外事業
展開に一歩踏み出す「決断」の具体的な材料を提供するとともに、海外事業展開の成果を導く
支援の体制を抜本的に見直し、商工会組織としての機構の再構築を行うことが求められる。よ
り効果を発揮するには、中小企業の海外事業展開を支援する支援機関等との有機的なネット
ワークづくりを推進することにある。さらに必要なことは、海外事業展開後の支援体制の確立
である。海外事業展開は目的ではない。海外事業を展開し、企業がより存立基盤を高め、地域
とともに持続的に発展していくことが大切である。そのためには、環境の変化、時代の流れを
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捉えた中で、常にプロセス変更を可能とする支援が商工会の存立意義を明確化するであろう。
５．結び
ものづくり大国と言われた日本の高い技術力をこれからも維持・発展させていくためには、
３つの最重要分野における思い切った政策転換と海外事業展開支援が、産業の発展につながる
ものと期待されるところである。また、地域中小企業が海外事業展開する際の相談相手となる
べき支援組織による横のネットワークの構築が求められている。
人口減少局面を迎えた我が国日本にとって、先進国として人口が減少すること自体に問題が
あるわけではない。その構成比率に問題があると考えられる。医療の発展等により平均寿命が
延びたことにより、高齢化社会を迎えた日本にとって、少子化の影響でその高齢者を支える若
者が少なくなることが年金問題や高齢者医療の問題を引き起こしている。
こうした中、国の財政が厳しくなってきており、赤字国債の発行でこれ以上次世代に負担を
強いることが好ましくないことから、思い切った構造改革が必要となってきている。しかし、
以前の小泉首相と竹中大臣による構造改革は、アメリカと同様に新自由主義への道を歩み始め
たが、格差社会に馴染まない日本は、このまま新自由主義を進めても良いのかどうかを改めて
考える必要があるのではないかと思う。これを受けて、格差是正を訴え、歴史的な政権交代も
行われた。もはやアメリカや欧米の物真似をするより、むしろ原点に立ち返って日本らしさを
追求することが必要ではないかと思う。
一方、アジアの中で大国である中国については、一人っ子政策による将来的な超高齢化社会
の到来が危惧されているところである。また、共産主義でありながら、一部には自由主義経済
の地域もあるため、農村地域の人たちとの貧富の差が拡大しつつある。本来であれば、共産主
義ではこのような貧富の差が生じること自体に矛盾があるはずだが、そのことをどこまで国民
が気付いているのか、仮に気付いていても党の拘束で主張できていない状況にあるのかがわか
らない。情報化社会の中で、国民の不満が大きくなり反発が出てくる恐れがある。また、人口
が多いところを一人っ子政策で無理に人口減少させたため、超高齢化社会が大きな社会問題と
なり、購買力の低下や若者による活力が失われていくことで、バブル崩壊など経済の急激な失
速は避けられない事態に陥るであろう。加えて尖閣列島のような領土問題は、日本だけでなく
ベトナムやフィリピンにおいても同様の問題を抱えている。
そこで、アメリカや中国という大国だけに依存するのではなく、むしろ日本らしい独自の道
を模索し、アジアの一員として、これまで培ってきた高い技術力や国民性を背景に、これまで
以上の信頼関係を構築し、全世界の中でれっきとした地位を築いていく必要があると思う。地
域中小企業の海外事業展開においても、大国への一極集中から分散型へとシフトする時代にな
ると思われる。
改めて日本国内に目を向けてみると、東京への一極集中が今なお加速している状況にある。
今後は、地方（地域）再生のために地方分権を強力に推進する必要があり、衰退する地方やふ
るさとを再生することで、日本全体の経済や地域の活力を取り戻していくことが強く望まれて
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いる。しかしながら、大阪の都構想が住民投票で否決され、道州制までもストップするのでは
ないかと危惧される中、そのようなことがないよう今後の関西広域連合等の動きを注視してい
きたい。ただし、日本はアメリカのような合衆国ではないので、道州制の具体的な定義や内容
を明確にする必要はあるものの、地方分権なくして地方の再生は成し得ないと考えているため、
個性ある地域の様々な強みを活かした取組に対して、私はこれからも支援をしていきたい。そ
して、海外諸国とも強い信頼関係を構築し、いい意味での国際競争力を保ちながら、それぞれ
の地域になくてはならないグローバル企業が少しでも多く生まれ、そして持続（継続）してい
くための支援を引き続き行っていきたいと考えている。
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